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はじめに 
すやすやと眠る赤ちゃん、のびのびと遊ぶ幼児達、真剣に学業と向かい合う青少年、こ
のような姿を見かけると心から嬉しさを感じるものである。本人のためにも、そして家族
や仲間達、さらに次世代の人のためにも、健康で元気に過ごして欲しいと誰もがそう願っ
て日々生活している。すなわち人の総ての活動の前提として健康や安全があると言っても
過言ではない。?
このように、健康の大切さや重要性は国民誰しも願っていることのひとつである。???
（世界保健機関）の健康の定義にもあるように、健康とは、「単に病気ではなく精神的およ
び社会的に完全に良好な状態????????????である。」との定義は、まさに健康のあるべき姿
を示していると思われる。このオタワ憲章??????????の理念を受けて、我が国でも平成６
年に「健康づくりのための休養指針」を策定し、平成 ?? 年から「?? 世紀における国民健
康づくり運動（健康日本 ??）」を推進している（厚生労働白書??????）。また「健やか親子
??」計画が策定され、国、地方公共団体、各種団体がそれぞれの立場で母子保健に関する
さまざまな取り組みを行うようになった。さらに平成 ??年には「健康づくりのための睡眠
指針」までが策定された。平成 ??年には「子ども・子育て応援プラン」が決定され、そこ
においては｛若者の自立とたくましい子どもの育ち｝が重点課題になっている。また「食
育基本法」に基づいて、平成 ??年から ??年までの５年間に渡る「食育推進基本計画」も
スタートし、｛早寝、早起き、朝ご飯｝のスローガンのもとに生活リズムの向上や肥満防止
が謳われている。?
一方、教育行政においても「生きる力」の育成に向けて、各教科領域で取り組むことに
なっている。たとえば、保健の領域においては、小学校学習指導要領第３学年及び第４学
年保健体育（小学校学習指導要領, 1998）において、「(1) 健康の大切さを認識するととも
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に、健康によい生活の仕方が理解できるようにする。ア 毎日を健康に過ごすためには、食
事、運動、休養及び睡眠の調和のとれた生活を続ける必要があること。」と示されている。 
このように次々と法令やプランが施行されることは、行政のキメ細やかな健康推進に対
する姿勢の表れであり十分評価できるが、反面、国民の健康に関する課題が山積している
現実の表れであるととらえることもできる。それでは、国民の願いや政府の施策にもかか
わらず、どこに健康推進を阻害する要因があるのだろうか。本稿では、筆者が現在取り組
んでいる生体リズムやストレス研究の視点から、公共教育として健康教育の問題点の整理
を試みる。 
 
生体リズム研究の進展と研究成果の活用 
わが国の教育の現状あるいは社会経済的環境を背景としたストレスや生体リズムに関
する研究成果は近年ますます蓄積されつつある。そのなかで例えば欧文で発表された日本
人の著述による論文に限定して検索してみても、数多く報告されているが判明する（参照
PubMed；http://www.ncbi.nlm.nih.gov/entrez/query.fcgi）。生体リズムは実に多くの青少年の健
康問題や教育問題と関連していることが研究されている。特に疲労感の問題(Okamoto, 
2000 )や心身症(Tanaka et al., 2000 )に関しては大きくクローズアップされている。 
しかしながらこのようなデータの蓄積にもかかわらず、いくつかの素朴な疑問が生じて
くる。まず第１に、この数多くの研究データは十分に社会に還元され、生かされているの
であろうか。例えば、文部科学省や厚生労働省において、専門家や知識人による多くの答
申や提言がなされており、そのひとつひとつは科学的根拠に基づいた客観的な知見を踏ま
えていると思われる。しかしベースとなる学術的根拠は通常明示されることはない。また
法文化されても、その効果や達成度に関して評価や点検がなされないことが多かった。 
第２にこの得られた科学的知見が、例え行政の施策に反映されたとしても、現実生活に
おいてどこまで実践可能であろうか。近年行政の説明責任が問われると同時に、達成目標
や到達度が数値目標として示されるようになってきた。また内部および外部評価による点
検が行われるようになりつつある。このような遅々としながらも少しずつ進展している行
政の法律の整備やプランの策定の現状を踏まえて、以下筆者の研究テーマにおける視点か
ら標題のテーマに沿って、具体的に問題点を分析してみたい。 
 
筆者の研究テーマ 
筆者は健康教育のなかでも特に青少年の生体リズムに着目し、教育生理学の視点から基
礎研究に取り組んでいる。従来、児童生徒の教育場面における問題を生理的手法で分析を
試みる教育生理学研究者にとって、何を生理的指標にすべきか大きな問題であった。特に
内分泌系は、生体情報の鍵となるホルモンを対象とするため、情報量が多く魅力ある指標
である。しかし血液を採取することが必須であったため、医師資格の無い者にとって参入
が困難な研究領域であった。例え採血が可能な研究グループに参加できたとしても、採血
は痛みや医療事故の可能性以外にも倫理的問題があり、医療目的以外に観血的方法で幼児
や児童・生徒を被験者に依頼することはほとんど不可能であった。一方、血液の替わりに
尿成分による代謝産物としての内分泌ホルモンの分析も可能であり、多くの研究成果も出
されている。しかし尿採取に関しても、採尿や蓄尿の困難さと同時に強い倫理的問題も含
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んでおり､サンプルを得ることは容易ではない。近年になって RIA(radio immunoassay)や
EIA(enzyme immunoassay)法、更に高速液体クロマトグラフィー(HPLC)法の進展に伴い、血
液に替わって唾液成分のなかに微量に含まれているホルモンの分析が可能になってきてい
る。唾液採取方法も工夫されて（回収容器、ドイツ Sarstedt 社 Salivette 等）、いつでもどこ
でも手間をかけず、数分の短時間で非観血的に採取可能になった。 
このような研究の進展に着目し、筆者は唾液中における内分泌ホルモンのコルチゾール
(cortisol)及びメラトニン(melatonin)に着目し、指標としての複数の異なるホルモン分泌の概
日リズム(circadian rhythm)から、精神的および身体的な健康状態を把握しようと試みている
（長根・野村, 2006）。コルチゾールは副腎皮質から分泌され、ストレスに遭遇した時に分
泌量が高まり、一般にストレスホルモンとも称されている。ホルモン分泌にともない、血
管の緊張が増加することが知られているが、その他アミノ酸やグリセロールと遊離脂肪酸
を動員し、グリコーゲンを合成・貯蔵したり、酵素を活性化することも知られている（植
村, 2005）。この働きから朝起床後の交感神経の活性化、すなわち青少年のこれから始まる
活動に備えて体調を整える働きと関係していると考えられる。他方メラトニンは、大脳の
松果体から光刺激が減衰する夜の睡眠時に分泌され(Higuchi et al., 2005)、REM（rapid eye 
movement）睡眠や Non-REM 睡眠、すなわち眠りの深さや熟睡感、疲労の蓄積等と関連し
ていると考えられるホルモンである（Kunz, 2004）。それゆえ、朝の活動意欲や疲労感との
関連が推測される。両内分泌ホルモンとも顕著な概日リズムがあることは既に知られてお
り、健常人では、コルチゾールは朝方起床前頃に分泌のピークを迎え、他方メラトニンは
深夜にピークが認められる。その他に成長ホルモン(growth hormone)もリズム性が認められ、
身体の成長期にある青少年を研究対象とした場合に取り上げたい内分泌ホルモンである。
近年、酵素免疫測定法(ELISA)の進展で、非観血的に収集した唾液サンプルの微量なホルモ
ン含有量が分析可能になっている(Shimada et al., 1995)。しかし唾液中のホルモンは血中の
ホルモン含有量と比較すると濃度が低く、いかに生化学的に高感度なレベルの分析が可能
か先端的研究が進められている段階である。近年は市販の唾液用分析キット(例ドイツ
Salimetrics 社)も販売されているが、極めて高価であり、また複数の内分泌ホルモンを同時
に測定することなど研究者の応用的活用は不可能である。従って筆者のように繰り返し多
くのサンプルを分析するような調査や、複数の内分泌ホルモンの組み合わせから解析を進
めていく実験デザインには不向きである。そこで筆者は、研究方法の特色１として、吸光
度による市販キットより更に高感度な蛍光分析法による解析をめざし、この２つの内分泌
ホルモンの１プレート上での同時測定を目標にプロトコル開発に取り組んでいる。この自
作プロトコルが確立した暁には、比較的廉価で多数の被験者のデータの高感度分析が可能
になると考えている。 
さて、この研究テーマに着手した背景として、青少年の生活がますます夜型になり
(Harada, 2004 )、それが結果的に学習意欲の減退、不登校、ひきこもり、心身症、生活習慣
病等の問題を引き起こしていること（子ども白書，2005）への危惧の念からによる。筆者
はストレス研究も主要な研究テーマとして取り組んでいるが(Nagane & Nomura, 2005)、ス
トレスへの対処(coping)能力低下と生体リズムは大きく関連していると考えている。すなわ
ち、ストレスによって例えば睡眠などの生体リズムが乱れることはよく指摘されるが、逆
に生体リズムを適正に維持しようとすることが、ストレス対処能力の向上につながるとも
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考えられる。筆者がかつて関わってきた学校教育現場でも実にさまざまな対策が行われて
いるが、学校での指導や情報発信だけでは生体リズムから派生する様々な問題への根本的
な改善策が見つからないのが現状であった。 
筆者の研究方法の特色２として、心理学的手法としての質問紙法ではとらえ切れない身
体の生理的なリズムをも分析対象としていることである。すなわち図１の健康の心理的・
身体的領域モデル図で示したように、人間の健康状態を精神的側面と身体的側面で説明し
ようとした時、必ずしも心身一元論的に説明できない不一致な部分があると考えられる。
今までの研究パラダイムでは、身体の不調を心理的側面を含めて診ていく psychosomatic
なデザインが研究の主流であり、身体と精神の重なりの部分に注意が向けられていた。筆
者はこの視点を高く評価するが、同時に重ならない固有の部分にも着目したい。例えば、
本人が精神的に疲労感をさほど感じていなくても、身体は既に限界に近いこともあろう。
また朝、登校しなければと気持ちの上では焦っても身体がいうことを利かないこと等、日
常的に体験することが多い。このように筆者は以前（Nagane, 1990）から、健康領域は心
理的側面と生理的側面は共有するエリアと相互に相補的な関係にある独自のエリアがあり、
この両面から青少年の心身の状態を分析することにより、広く青少年の実態を把握できる
のではないかと考えている。 
 
QOL 向上を阻む２つの要因 
現在、医学分野を中心にエビデンス(EBM；evidence based medicine)に基づく研究が提唱
され、健康科学の分野でも数多くの研究成果が出されている。多くの答申のベースもこの
ような基礎的知見に基づいていると思われる。さて現実的に、個人としてライフスタイル
を変えることにより生活の質（QOL；quality of life）の向上をめざす場合、乗り越えにく
い眼に見えない壁に阻まれることが多い。一般的には、健康推進と対峙する壁は、個人の
達成意欲の低さにあるとみられている。そして個人の努力で QOL 向上は可能であり、行
動指針が達成できない場合は、プログラムが不適切であるととらえられることが多い。す
なわち心理学的な用語である達成動機（achievement motive）や自己効力感(self-efficacy)の
育成こそ心身健康推進の最も基本であり、総てであると考えられがちである。上記の心理
学用語と対応してセルフケア(self-care)やセルフマネジメント(self-management)の概念も用
いられるようになっている。特に青少年を対象とした学校教育の場面では、説得力のある
健康支援モデルの理論的基礎として用いられるキーワードである。従来、多くの健康教育
の研究がこの範疇でなされ、成果をあげてきたと言える。 
しかし果たして内発的動機づけ(intrinsic motivation)や自己効力感を高めることのみで青
少年の健康問題は解決するのであろうか。不健康状態にある青少年は自己効力感が低いと
みなしてよいのであろうか。筆者は、この発想における根本的なとらえかたが極めて重要
であると考えている。 
筆者はむしろ、最も大きな壁は世界経済の市場原理を軸とするグローバル化の波である
とみている。筆者にとって社会経済的構造の分析は専門外であるが、青少年の健康教育を
研究テーマにしている以上、避けて通ることのできない検討課題であると思っている。本
稿ではまずこのグローバル化を、「経済や情報を中心とした世界の市場化」と定義しておく。
すなわちこの市場で勝ち抜いていくためには、国境を越え、時間を超越して、昼も夜もな
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く競争する姿勢や効率の良い生産性が求められる。結果として金銭的報酬が与えられ、生
活が支えられ、物質的豊かさがもたらされる。グローバル化はさまざまな恩恵を国民に与
えているが、反面ポジティブのみならず、ネガティブインパクトも存在する。 
人は誰しも経済を中心とする生活現実と、あるべき自己の姿の狭間に揺れながら生きて
いる。従って、ライフスタイルの改善の問題も、個人の心がけや努力にのみ帰着させるよ
うな行政の答申や施策では、真の問題解決の方向に向かっていないと筆者は考えている。
すなわち、自己効力感を高めるプログラムの開発のみで問題が解決するとは、あまりにも
単純な発想であり、まさに健康教育推進における幻想に過ぎないと思える。以下筆者の研
究テーマに沿い更に具体的に検討してみよう。 
 
自己効力感を高めると問題が解決するか 
筆者は生活リズムの乱れが青少年の健康問題の根底的な要因であると考えている。しか
し、例えば青少年の「朝起きられない」実態が明らかになったとしても、そこから「早起
きするように内発的に動機づけ、科学的に検証された適切なプログラムに従い行動すると、
問題は解決するはず。」との短絡的な発想で帰結できないと思っている。すなわち、なぜ起
床できないのか分析を進めていくと、健康心理学的分野の個人としての達成動機や自己効
力感の問題だけではなく、もっと奥深い簡単には変更できないライフスタイルの問題に遭
遇する。 
ちなみに筆者らは、大学生を対象にして朝の疲労感に関して調査を行ってみた（長根・
野村, 2006, 図２参照）。その結果は、予想どおり現代青少年の生活スタイルや生活リズム
の断片が伺われるものであった。図２に示したように、「朝 とても眠いことが多い」が 76％、
「朝 休みたい気持ちになることが多い」という回答も 70%と目立った。このように多く
の学生が夜型生活になっているのである。大学生のように自己の生活を自分自身の意思で
決めることができる自立した年齢であっても、実態は十分生活の自己管理ができていない
学生が多いことを示す。背景として、深夜に渡るアルバイト、深夜の TV やゲーム、携帯
電話で何となく時間が過ぎていく。すなわち 24 時間いつでも TV を見たり、コンビニで買
い物をしたり、外食したり、インターネットで通信が可能な環境になっているのである。 
だが、このような実態調査結果は、他の先行研究(Okamoto et al.,2000)と青少年の生活状
況も基本的に同様であり、言わば予測されたものであった。従って結果を示しただけでは、
研究の一面を示しただけに過ぎない。筆者らのように基礎研究に関心を持ち取り組んでい
る者は、データを提示するだけで研究を終了させてよいのであろうか。多くの良心的な基
礎研究者はあるべき姿とのジレンマを感じつつも、そのジレンマをどのように解決したら
良いのか途方に暮れているようにも思える。 
このように論を進めてくると、健康教育に関する課題解決のアプローチとして、図３の
目標到達への２つのアプローチで示したように大別して２つのルートが考えられる。すな
わち自己効力感やストレス対処能力を高める等の個人に帰せられる側面と、個人ではコン
トロールできにくい社会経済的側面である。当然この両者は相互に深く関連しており、一
方のみを重視するのではなく、バランスを取った健康推進が重要であると考えられる。第
１の個人的側面は学校教育等を中心として対処すべきであろう。文部科学白書（2005）等
からも行政の取り組みとしての学校・地域・家庭への働きかけを眼にすることが多い。研
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究成果として、不登校の子ども達の中にはサーカディアンリズムの乱れがみられ、医学的
な処置により正常なサーカディアンリズムに戻すことにより登校可能になった事例もある
（Tomoda et al., 1994; Miike et al., 2004）。筆者もサーカディアンリズムの乱れと学業成績に
は関連性があることを示しており(Nagane, 2004 )、学力向上のためには、学校における教師
の指導力向上のみならず、家庭での適切な生活リズムの維持が重要であることを訴えてい
る。 
以上述べてきたように健康教育推進の最大のネックは、むしろ後者の社会経済的側面で
あると思われる。すなわち日本の置かれた社会構造が心身の健康教育にとって適切なのか
どうかの議論をする必要が生じてくる。個人の努力や心がけでは解決できない世界的な大
きな潮流としてのグローバル化社会にどう立ち向かうかが問題になってくる。 
具体的に述べると、日本の置かれた社会そのものが 24 時間競争型になっており、地位
を確保し収入を得るためには不断にストレスと戦い、常に効率性が重んじ、時として夜型
生活を余儀なく送らざるを得ない。政府を中心に今後とも競争的環境の整備が進められて
いる（内閣府経済財政白書，2005）状況である。ここで注意すべきは、青少年も大人と同
様な環境にあることである。例え学業などで仕事に従事していなくても、基本的生活スタ
イルは家族として同一になりがちである。つまり保護者の生活リズムの影響を色濃く受け
ることは当然である。テレビ視聴やテレビゲーム等の情報メディアに過度にのめり込むこ
とによる悪影響が懸念されており（文部科学白書, 2005）、眠れない・眠らない日本の子ど
もたちが指摘されている（子ども白書，2005）。青少年を取り巻く環境はこういった季節感
や朝昼夜のリズム感の薄いモノトーンな世界に囲まれている。社会経済的グローバル化が
めざす方向は、ＩＴ情報を中心にし、物質的に豊かであり、娯楽には事欠かない、常に利
便性が追求される競争的な人工社会である。これはむしろ本来人間が太古から持っている
自然の生活リズムとの相克をもたらす。近年各国でグローバル化に伴う種々の問題点が指
摘されるようになってきている（Franco et al.,2003; Okasha, 2005; Hawkes, 2006）。大人同様
に青少年も、ともすると心身のリズムが乱れるのは当然である。それがわが国の青少年の
様々な社会的な現象や問題行動として噴出しているように思われる。例えば日本の子ども
達の食生活も懸念されている（Murata, 2000）。子どもの体力や運動能力の低下傾向に歯止
めがかかっていない状況も示されている（文部科学省「データからみる日本の教育」，2005）。
更に OECD による PISA（学習到達度調査）結果からの学力低下問題に関する議論もなさ
れている。このグローバル化によって青少年の価値観や意識も画一化されつつあるように
思える。 
さてここで最も肝心なことは、我々を取り巻くこのグローバル化社会から簡単に自分を
抜き去ることができないことである。すなわち前述の個人的要因のように自己管理能力を
高める事のみで問題が決着するとの議論はできない。個人は勿論のこと、家庭も地域も学
校もこの大きな潮流に巻き込まれていることを認識すべきである。 
 
公共教育は、どのような役割を果たすべきか 
ここまで論を進めてきて初めて、公共教育の果たすべき役割について言及できると思わ
れる。健康教育推進のためには、前述図３の２つのアプローチの視点で対処の方法を再度
議論すべきであろう。まず第 1 は個人に帰せられる側面であり、個人に合った目標を設定
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して努力を促すべき、言わば狭義のダイレクトな公共教育的側面である。ここにおいては、
前述の心理学的概念に基づき地域や家庭を含めて繰り返し啓発すべきであろう。もうひと
つは個人以外の社会経済的側面であり、住みやすい望ましい社会に向けての社会構造の変
容をめざし働きかける側面である。後者は広義の公共教育の果たすべき側面であるととら
えたい。双方とも公共教育として、欠かすことのできないアプローチであり、車の両輪の
如きものである。 
例えば筆者の基礎研究データも、まずもって個人的側面での意識の変革に向けて働きか
けたいと思う。具体的には学校や地域・家庭の教育力向上のための基礎資料でありたい。
しかしそこでのデータの提供にとどまらず、あるべき健康的な社会建設に向けての情報発
信にしたいと考える。筆者はそのために、比較対象を設定することに意義を感じている。
筆者は、健康問題を含めて国民生活が安定している先進国である北欧諸国（小澤, 2005）
の価値観や生活スタイル、生活リズムを今後詳細に検討していきたいと考えている。これ
からの健康教育に関わる基礎研究者は、社会にインパクトを与える姿勢をもっと持つべき
だと考える。すなわち公共教育的視点からの発言を期待したい。これからは、心身が健康
であるためには、どのような社会が望ましいのかの議論に進んで参加することが求められ
ると考えている。このように最も重要な事は、高い問題意識を持ち続けさせるための公共
教育としての良質な情報の発信と議論の場を設ける働きかけであろう。 
 
まとめ 公共教育の役割は意識改革にある 
さてまとめとして、持続可能な社会の視点で公共教育の果たす役割について述べたい。
まず最初に健康教育の視点から見た持続可能な社会とは、WHO オタワ憲章に示された理
想社会である。しかし今後さらにグローバル化が進み、グローバル化の光とともに影の部
分も顕著さを増すであろう。重要なのは、健康という人間生活のベースは、環境問題と全
く同様に、いかなる社会変動があろうとも第１に優先されなければならないことである。
筆者はそういう視点から北欧社会には学ぶべき制度や仕組みが多いとみている（高田ケラ
ー, 2005）。 
結論を述べると、今後研究者は、実証的分析をもとにして意識変革に寄与すべきであろ
う。そのためには、人の健康にとってどのような社会構造が望ましいのか、まず個人レベ
ルで振り返ることができる環境をつくるよう働きかけるべきであろう。更に個人に対して
は、心理的側面からあるべき健康状態をイメージさせ、目標を出来る限り数値で示し、意
識の喚起を促すことやフィードバックしながら評価するシステムの再評価が有効であると
思われる。次に社会経済的要因に対して、常に公正・客観的立場から問題点を指摘するこ
との重要性を指摘したい。学会組織等を通して、健康施策推進の主体たる行政や学校に、
具現化を図るべき提言を行うべきであろう。またメディアを通して良質な情報を提供した
り、市民開放講座を設けたりすること等が浮かんでくる。公共教育の果たす役割は環境問
題と全く同様の発想である。営利のみの追及に走る企業に対しては、健康が損なわれる危
険性と社会的損失を遠慮なく警告すべきであろう。最後に、公共教育の役割は、WHO の
提唱する真の健康に向けての意識改革にあると強調して論を閉じたい。 
 
（ながね・みつお 本研究科教授） 
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図１ 健康の心理的・身体的領域モデル図 
   （注 重ならないそれぞれの固有のエリアにも着目すべき） 
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図２ 
 
 
図２ 睡眠と疲労感に関する実態調査結果（千葉大学学部生 109 名） 
     （注 「はい」「どちらかといえばはい」の比率が高いことに留意） 
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図３ 目標到達への２つのアプローチ 
（注 シーソーのようにバランスを取りながら健康推進を進めるべきことを示す） 
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